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１．まえがき 

総合資源エネルギー調査会電気事業分科会原子力部会放射性廃棄物処分小委員会処

分技術ワーキンググループ中間とりまとめ「地層処分研究開発に関する取組について」

（平成 21 年 5 月 22 日）の中で「人材の確保・育成と知識の継承・移転」が取り上げ

られ、「人材育成を事業実施主体の付帯的な業務として位置づけるのでなく、エネル

ギー政策遂行上の重要な問題として捉えて、関係者が各々の立場から人材育成を考え、

必要な対策を講じることが重要である。」との記述がなされ、原子力発電環境整備機構

（以下、NUMO）、日本原子力研究開発機構（以下、JAEA）、国における取組が示さ

れた。しかし、人材の確保・育成の具体的な方法については言及されていない。 

原子力全体の人材養成については、経済産業省と文部科学省が中心となり様々な教

育プロジェクト等が続々立ち上げられており、平成 22 年 11 月には我が国全体として

原子力人材育成の企画・調整を行うための「原子力人材育成ネットワーク」

(http://nutec.jaea.go.jp/network/) が、国の呼びかけにより、大学、電力、メーカー、

（社）日本原子力学会、（独）日本原子力研究開発機構、（社）日本原子力産業協会な

どで設立された。しかし、地層処分分野は、このような教育プロジェクトやネットワー

クの対象となっていない。 

数十年を越える地層処分事業を滞りなく実施するためには、人材の確保が必須であ

ることは多くが共有しているところである。しかし、国立大学法人、独立行政法人、

民間企業の経営環境の変化のため、従来の仕組みでの人材の養成・確保が困難になっ

ており、将来的には人材不足（量と質）が事業遂行上深刻な問題となりうることは強

く認識されていない。このため、大学を含め様々な機関が地層処分分野の人材養成に

取り組もうとしているものの、我が国全体として戦略的な人材の養成・確保対策が行

われていないのが現状である。原環センターも平成 15 年度から地層処分、放射性廃

棄物最終処分に必要な人材の養成・確保の課題、方針などの検討を実施し、提言して

きた１），２），３）が具体化には至っていない。 

本検討では、地層処分事業に直接的・間接的に必要な人材の養成・確保の具体化を

一歩でも前進させることを目指し、地層処分分野の人材に深く関わる機関・大学の有

識者で情報・意見交換などを行い、現状とまず着手すべき現実的な対策を示した。 
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２．地層処分に必要な人材 

地層処分に必要な人材のタイプ・質等は過去に検討され、おおよそ以下のように分

類した 1)。 

① 「地層処分計画」注１）のコアとなる人材－実施、規制など地層処分の全体像に

対する世代間の伝達や社会等との地層処分に関する幅広いコミュニケーション

を行う人材。「地層処分計画」に関与する大学、実施機関、規制機関・規制支援

機関、研究機関等に、全体で 10 名程度が必要。地層処分事業に間接的に必要な

人材。 

② 「NUMO 事業」注２）の実務に必要な人材－NUMO の内外で「NUMO 事業」を

遂行する人材。事業ニーズに応じて養成され、事業規模・進展に応じて量・質

が変動する。地層処分事業に直接的に必要な人材。 

③ 「地層処分計画」の支援に必要な人材－「地層処分計画」を幅広い立場から支

援する人材。オピニオンリーダ、地域アドバイザーなど。 

 

注 1）「地層処分計画」：NUMO の地層処分事業を含む、地層処分に向けた国（政策、規制）、

大学、研究機関、規制支援機関などの活動全体をいう。NUMO の地層処分事業と区別

するため使用する。 

注 2)「NUMO 事業」：NUMO の地層処分事業をいう。地層処分事業の範囲を明確にするた

め「地層処分事業」に代えて、「NUMO 事業」を使用する。 

 

本検討では、上記の人材のうち、「NUMO 事業」に直接的、間接的に必要な組織内

外の人材(NUMO、大学、JAEA、民間企業の人材)を養成・確保するための対策をま

とめた。 

３．原子力発電環境整備機構（NUMO）の人材 

3.1 人材確保の方針 

NUMO は小規模かつフレキシブルであることを目指し、以下のような組織編成の

基本的考えを持っている。このため、事業運営はアウトソーシングと研究機関の技術
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力の最大限活用を方針とし、段階に応じた主要業務の変遷、技術開発の役割分担の反

映に対応することとしている。 

① 迅速な意思決定 

② サイト選定の段階に応じた主要専門分野の変遷 

③ サイト調査地点数に応じた必要要員数の変化 

④ 現地（調査）と本部（設計・性能評価）の連携 

 

このような方針の中で NUMO の技術者には以下に示す３種の能力・技術が求めら

れている。 

① マネージメント力 

② 専門知識 

③ コミュニケーション力 

 

また、このような技術者を養成・確保するために以下のような基本的な認識を持っ

ている。 

① 地層処分技術に精通している人材は少ない。 

② 短期期間での養成は困難 

③ 事業の遂行上長期にわたり必要な技術者はプロパーとして採用し、養成。 

④ 広範な知識・知見を有し、業務を的確に管理する能力を持ち、一般から専門家

までを対象に自分の言葉で説明できるゼネラリストを養成 

⑤ ゼネラリストのうち、より広く・深い知識・知見と高い業務管理能力を有する

者を、将来事業の中核を担うプロジェクトマネジャーとして登用 

⑥ 特定の分野の深い知識や経験を必要とする場合は、スペシャリストとして研究

機関等からの出向で対応 

⑦ 長期プロジェクトを円滑に遂行するため、技術力の維持・継承に配慮 

 

このような考え方のもと当面は以下のとおり技術者を確保する計画である。 

① 中核となる部長・ゼネラルマネジャーをプロパー職員とし、中長期の要員見通

しのもと、平成 21 年度からキャリア採用、平成 22 年度から新卒採用を行う。 

② 概要調査開始までに、キャリア・新卒採用、転籍を行い、プロパー技術職員の
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比率を徐々に高めていく。 

③ 併せて、プロパー職員が質的・量的に充足するまでは、他機関（電気事業者、

研究機関など）からの出向を期待する。電気事業者・日本原燃にはゼネラリス

ト、研究機関には専門家の出向を期待する。 

3.2 現状 

NUMO の中核となる人材は、ゼネラリスト（T 型：専門性の上に幅広いゼネリック

な知識を持つ人材）のマネージャーとして、転籍、中途採用、新規採用によりプロパー

採用する計画である。しかし、現状ではマネージャーは、電気事業者等からの出向者

に頼っている。一方で、性能評価など専門性が必要な人材は研究機関からの出向で確

保し、設計・建設などの具体的な事業実務は民間企業の人材に期待している。このよ

うな人材のアウトソーシング方針は、自らの組織の外縁にアウトソースが確保されて

いることが条件であり、必要な人材を JAEA などの研究機関や民間企業に確保できる

か課題が残っている。（「５．日本原子力研究開発機構（JAEA）の人材」及び「６．

民間企業の人材」参照） 

3.3 対策 

3.3.1 出向者への対策 

NUMO はプロパー人材の採用を開始したが、現状では、内部の人材の多くを電気

事業者、研究機関等からの出向に頼っている。したがって、当面対処すべき課題はこ

れら出向人材の質・意欲の向上である。質の向上には、OJT での養成とともに、適切

なトレーニングコースに参加させ、最新のゼネリックな知識を習得させることが必要

である。また、意欲向上のためには、出向による待遇の低下が起こらない人事評価制

度とすることが必要である。すなわち、NUMO への出向が、収入面、キャリア構築

などで不利とならない人事評価制度を出向元に採用してもらう必要がある。（「５．日

本原子力研究開発機構（JAEA）の人材」参照） 

また、出向者も転籍により将来の NUMO の中核的人材になりうるので、プロパー

人材に準じて、大学、JAEA、電力中央研究所での研究や JNFL での余裕深度処分プ

ロジェクトの実務経験により専門性を広げることができる仕組みも必要であろう。 
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3.3.2 プロパー人材への対策 

転籍、中途採用、新規採用によって確保するプロパー人材の計画的養成が、長期的

には最も重要である。そのためには、T 型のマネージャーとして、地層処分に関する

最新の幅広い知識だけでなく、地層処分に関する少なくとも一つの専門性（地質環境、

地下施設設計・操業、安全評価、人工バリアなど）を持つことが必要である。前者の

ためは、NUMO が実施する様々な研究開発のマネージメント実務に加え、最新知識

を短時間で習得できる適切なトレーニングコースへ参加させることが必要である。後

者のためには、深い知識・技術の取得ができる大学、JAEA、電力中央研究所、JNFL

への派遣研修が有効である。プロパー人材には、地下研究施設等での実際の現場業務

からマネージメント経験や専門的知識・技術を取得させるだけでなく、大学、JAEA、

電力中央研究所では科学的な知識や方法論も学び、事業展開の様々な場面で科学的判

断や科学的判断の評価ができる能力を取得させることも必要である。また、必要に応

じて海外の実施主体などへ派遣して、実務を通じてより幅広い視野を持つ人材として

養成することも検討すべきであろう。 

トレーニングコースよりレベルの高い地層処分の知識・技術を短期間に習得させる

のであれば、NUMO 等が提供する資金で大学に寄附講座を開設し（４．で述べるよ

うに現状では大学の資金で地層処分に関連する講座の維持が困難になっている。）、地

層処分の専門教育を行う仕組みを作り、そこに参加させることも考えられる。また、

このような講座の研究に NUMO の人材が参加し、地層処分の専門性を高めることも

可能と考えられる。 

このような総合的な人材養成の過程で、プロパー人材は、事業の実務を行う基本的

能力(literacy)だけでなく、事業を進める使命感・責任感を意志(will)として持つ人材

として育成することが必要である。 

更に、NUMO のプロパー人材から将来的には２．に述べた地層処分のコアとなる

人材を育てることが必要であるので、国際経験を含むより高度で幅広い実践的人材養

成の仕組みも必要であろう。 
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４．大学の人材 

大学の人材（教員）に期待されているのは、地層処分分野の人材を教育すること、

地層処分の学術的すそ野を広げること、地層処分のコア人材となって「地層処分計画」

に貢献することと考えられる。ここでは、大学から輩出が期待される地層処分のコア

人材を養成・確保するための現状や対策について検討する。 

地層処分のコア人材の役割は、「地層処分計画」に関する国の政策・規制行政への協

力、国民への説明（訴訟での証言も含む）、事業実施主体への助言などである。いずれ

も、大きな責任を伴う役割で、高度で幅広い知見・経験だけでなく、強固な使命感と

意志を持つ人材が求められる。 

4.1 現状 

大学からの地層処分のコア人材は、地層処分分野の研究・教育を中心的に実施して

いる大学教員（以下大学のキー人材という。）から育成される。このようなキー人材の

分布が平成 18 年３）と平成 20 年（非公開）に調査されている。両者を比較すると、年

齢がスライドし、定年退職者分が減員となっているのみで、助教クラスなど若手の補

充はなされていないのが現状である。また、現在、この分野で若手の助教はほぼ皆無

で、今後も、この分野の研究室が独力で新たに助教を確保できる見込みは少ない。し

たがって、現状のままであれば、40 歳前後の教員が定年を迎える 20 年後以降は、地

層処分を教育・研究のテーマとする大学のキー人材－コア人材の源－は不在となる可

能性がある。 

4.2 対策 

大学のキー人材がコア人材の源であるので、現状のままでは将来的には大学からコ

ア人材の輩出は期待できなくなる可能性が大きい。このような状況に対して以下のよ

うな対策が必要である。国立大学法人では、社会的ニーズがない－外部資金が導入で

きない－学科・研究室はなくなるとの現状認識を持つことが重要である。 

① 現在活躍しているキー人材を維持するための最低限の対策 

② 将来のキー人材やコア人材となり得る若手人材を確保するための長期的展望に

- 6 -



 

 

立つ対策 

 

①の対策としては、キー人材が研究室を維持できる程度の外部資金を提供すること

が必要である。国立大学法人や私立大学等の区別なく、必ずしも大きな金額でなくて

も良いが、外部資金を獲得しなければ、現在ある研究室も維持できなくなる可能性が

あるという厳しい状況にある。この外部資金は少なくとも数百万円程度と考えられる

ので、国、NUMO からの研究委託費、電気事業者等からの寄附金により、導入でき

る仕組みが必要である。 

②の対策として、まず、若手研究者を特任助教として確保し、研究を通じた OJT

での育成を支援することが必要である。このためには、少なくとも 2000 万円程度の

継続的（３～５年）外部資金の導入が必要である。外部資金の導入方法としては、大

学への通常の研究委託だけでなく、大学が民間企業等と連携したジョイントベン

チャー（JV）への研究委託や民間企業等からの再委託も考えられる。また、3.3.2 で

述べたような寄附講座を設け、そこに研究委託を行うことで、若手研究者の確保を確

実にすることも考えられる。 

なお、②のような比較的大きな金額で大学への委託研究を実施するためには、将来

的には「NUMO 事業」の推進に役立つと考えられる基礎的研究テーマの設定が必要

である。このためには NUMO が研究ニーズを提示し、それに応じた研究テーマを大

学が提案し、両者の十分な議論を経た適切なテーマ選択が必要である。実施側からの

資金導入は、大学のキー人材の中立性を問われるとの懸念を持つ場合には、第三者機

関に基金を設け、そこを通じて大学へ資金を提供する方法も考えられる。大きな金額

の委託研究を大学が行う場合、予算管理を含めて大学側の意識や体制を見直す必要が

あると考えられる。 

また、NUMO 等がトレーニング、教材作成のような人材養成プログラムを実施す

る場合には、大学の人材が講師、著者として参画し、人材の養成に貢献しつつ、自ら

も成長できる仕組みも必要であると考えられる。 
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５．日本原子力研究開発機構（JAEA）の人材 

5.1 現状 

日本原子力研究開発機構（JAEA）は、地層処分に関する研究開発の中核機関であ

るとともに、研究開発過程で養成された専門性の高い人材を NUMO へ出向者として

派遣している。 

JAEA は、独立行政法人の定員削減政策の中で、放射性廃棄物処分分野で年数名の

職員を採用している。しかし、これらの人材は本来的には JAEA の研究開発のための

人材であり、「NUMO 事業」のためではない。したがって、採用した人材の特性が必

ずしも NUMO のニーズに整合しているものではない。 

JAEA の人材には大きく分けて研究職と技術職がある。現在、研究職が多く採用さ

れ、彼らは専門性の高い I 型人材で、その職務は研究を実施することであり、成果物

として論文を出すことが主要な評価につながる。一方、技術職は、成果物に加え調整

能力などが主要な評価のポイントであり、NUMO プロパー人材のニーズに比較的近

いと推測される。 

NUMO が出向を期待しているのは研究職であるが、その専門性は研究開発の中で

取得されたものであるため、NUMO が必要とする専門性（分野）と一致するとは限

らない。また、NUMO の人材を JAEA が受入れ、オン・ザ・ジョブ・トレーニング

（OJT）することも可能であるが（現状は行われていない。）、その範囲は JAEA の研

究開発計画の範囲であるので、NUMO が必要とするすべてのトレーニングが可能で

ある訳ではない。 

5.2 対策 

NUMO が JAEA からの出向等での人材供給に期待するならば、人材の量と質の中

長期的なニーズを JAEA に提示し、JAEA の人材確保方針と調整する必要がある。人

材に専門性を求める場合でも、NUMO が必要とする専門性（分野）が JAEA にはな

い場合もある。このような人材は JAEA が新たな研究開発を実施し、その過程で

NUMO が必要とする専門性を持つ人材として養成する必要がある。このような、

「NUMO 事業」のニーズに沿った人材養成に必要な費用は、NUMO から JAEA への
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研究委託などの形で負担することが必要と考えられる。また、専門家というより、マ

ネージャーとして活躍できる人材を求めるのであれば、JAEA に技術職数確保を増や

すように依頼する必要がある。 

いずれの場合でも、JAEA から NUMO へ出向した人材の意欲を維持することが必

要で、そのためには、「NUMO 事業」への貢献が評価される JAEA の人事評価制度を

整備することが必要である。 

一方、NUMO の人材が JAEA において OJT で学べる制度も必要である。例えば、

JAEA の地下研プロジェクトは、OJT で「NUMO 事業」の実務的スキルを学ぶのに

適している。しかし、地下研のようにプロジェクト進行と「NUMO 事業」の進展が

整合していない場合があるので、このような場合にはプロジェクト進行に合わせて早

めに NUMO の人材を派遣し、必要なスキルが学べるように考慮すべきである。また、

OJT だけでは十分学べない場合には、JAEA から教育のためのトレーナーを割り当て

ることも必要であろう。このような派遣者受け入れの費用は、何らかの形で NUMO

が負担するとともに、JAEA はトレーナーがその業務のために人事評価上不利となら

ないように考慮すべきであろう。 

６．民間企業の人材 

民間企業の人材は、実務を担う NUMO のアウトソースとして極めて重要である。

しかし、現状では企業経営に大きな貢献がない「NUMO 事業（地層処分事業）」向け

の人材を企業内で確保することは困難となりつつある。このような現状の調査と

「NUMO 事業」の進展に即して必要となる民間企業人材を確保するための対策の検

討を行った。 

6.1 現状 

地層処分に関連する研究開発に参画している民間企業の人材養成・確保の現状の概

況を把握するため、建設２社、地質調査コンサルタント１社、エンジニアリング会社

１社、素材メーカー１社の５社に人材養成・確保の現状と考え方に関するアンケート

調査を行った。その結果を添付資料２に示す。それぞれの質問に対する回答の要旨は

以下のようになる。 
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6.1.1 民間企業として「NUMO 事業」への取り組みの考え方 

（１）取り組みたい「NUMO 事業」の分野 

各社とも自社の専門を活用できる分野への参入方針を持っている。 

（２）（１）のために必要な人材の養成・確保についての方針 

人材の養成方法として、OJT を最も重視している。これは、企業が資産として持

つ暗黙知の継承・展開を重視しているためと考えられる。OJT を国内外での研修、

国内出向、社内技術検討会、専門家との交流などで補完し、人材養成を図る方針で

ある。 

6.1.2 人材の状況 

（１）現在の仕事と人材のバランス(量・質) 

現在の仕事（量・質）と人材のバランスが取れていない企業が多数で、特に実務

担当者が不足している。この原因の一つとして、人材の高年齢化が進み、より上位

の役職になったものの、後継者が確保できていない現状を示している。 

（２）今後の仕事量と人材のバランス（量・質）の予想 

「NUMO 事業」が進展し、企業の受注額が大きくなる状況に至らなければ、人

材不足の傾向が続く。むしろ、企業経営の利益優先の考え方が前面に出る中で、こ

の分野から人材が散逸若しくは削減される可能性が大きい。 

（３）人材の状況での問題 

個人の経験年数は増加しており、技術力は向上しているが、高齢化が進んでいる。

事業の本格化時期など不確実性があるため、長期的観点での後継人材の養成・確保

ができにくい状況にある。 

6.1.3 人材養成・確保 

（１）「NUMO 事業」等向け人材の養成・確保の方針 

人材確保が困難な中で、企業の担当者は有望な人材を探し OJT で、幅広い年代で

幅広い知識を持ち、自社の得意分野をこなせる中核的人材の養成を図っている。 

（２）必要な人材タイプの量・質 

以下のようなタイプの人材タイプを求めている（企業の業務分野によって若干の

差異がある）。 

 各専門分野とそれを束ねることができる人材 
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 地層処分の本質を理解し、建設会社に期待されることができる人材 

 フィールド調査と海外の人とコミュニケーションができる人材 

 全体を理解し、特定分野の第一人者となることができる人材 

 新しい技術や情報を取り入れることができる人材 

（３）必要な人材を養成するための人材養成システム 

OJT が最も重要で特別のシステムは持っていない企業が多い。一部の企業では社

内の教育システム、海外機関への派遣、e ラーニングを併用している。いずれにし

ても地層処分に特化した人材養成システムは持っていない。 

（４）必要な人材を養成するための具体的方法 

OJT を中心に海外機関への派遣、学会活動、研究機関などへの出向、社内技術検

討会などで養成している。 

（５）人材の養成・確保について問題・課題 

人材確保の最も大きな問題は「NUMO 事業」の進展が遅れていることである。

そのため、安定した業務受注ができず、企業内で人材の必要性が認識されず、継続

的な人材養成システムの構築ができない状況である。このような状況であるため、

若手社員にとって魅力的な分野でなく、優秀な次世代人材の確保が困難となってい

る。また、地層処分固有技術に専門性を持つ人材を養成すると、他事業との共有や

転用が困難との問題も発生すると考えている。 

6.1.4 人材養成・確保のために必要な支援 

民間企業が期待している社内外からの支援は以下のとおりである。これらの中で最

も期待しているのは発注者からの支援である。 

 

（１）発注者、大学など社外の支援 

１）発注者に期待する支援 

 OJT ができ、技術力維持をできる適正規模の継続的発注 

 技術力が評価される発注 

 研究成果の公開 

 中長期的な業界ビジョンの提示 

 ソフトワークでの民間企業の活用 

- 11 -



 

 - 12 -

２）大学に期待する支援 

 放射性廃棄物の処理処分に関する教育を受けた学生の紹介 

 処分の基礎研究や基盤技術を理解する人材の養成 

（２）社内の支援 

 若手有望社員の配属 

 「NUMO 事業」のような長期的なプロジェクトに対する理解と明確な方針の

提示 

 地層処分の全般を理解し的確な提案や業務遂行ができる人材を長期的な視点

から養成することへの理解 

 「NUMO 事業」に参画することで社会的な責務が果たされていることの理解 

（３）社外研修や教材 

OJT を中心としているので必要性を余り感じていない。入門者が全般を学べる教

科書、専門家向けハンドブックの必要性はある。未経験者向け研修や最先端技術が

取得できる研修は必要と考えている企業もある。 

6.1.5 状況調査のまとめ 

民間企業は自社の特色・専門性が活かせる地層処分分野への参画をねらっており、

そのために必要な人材は基本的には OJT で養成する方針である。しかし、「NUMO

事業」が進展していないため、経営上の貢献が小さく、他の部門と競合して若手人材

を確保することに苦慮している。企業内では中核的人材を養成し、その人材を中心と

して企業内のアウトソースで業務を実施することを基本としている場合が多い。 

6.2 対策 

6.1 現状で示された様々な課題に基づいて対策を検討する。 

民間企業は OJT が最も重要な養成方法と認識し、実践する意志を持っている。した

がって、「NUNO 事業」が本格的に開始される前には、OJT が可能なだけの金額・期

間の継続的発注が NUMO からなされることが必要である。これによって、事業が本

格化したときに、企業の中核的な人材が不足しない程度に養成・確保されると期待で

きる。このためには、民間企業が人材養成・確保方針を立て易いように、NUMO が

それぞれの企業分野に期待する技術分野と技術力を提示しておくとともに、以下のよ
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うな発注制度を整備することが必要である。 

 人材養成・確保のインセンティブが働く技術力・人材力が評価される発注先決

定制度 

 人材養成・確保が計画的に行える複数年度発注 

 

OJT は企業の専門的な分野の技術力を向上させて、企業活動（受注）につなぐため

には重要であるが、それだけは人材の知識の幅に危うさが残る。また、民間企業にお

いても、地層処分分野の中核となる T 型人材が求められている。したがって、オフ・

ザ・ジョブ・トレーニング(Off-JT)の一つとして幅広い最新知識を取得できるトレー

ニングコースや意欲のあるものが学べる最新知識を含むハンドブック・入門教科書の

整備も必要であると考えられる。 

一方、現状では、民間企業は多額の費用がかかる Off-JT で人材養成を積極的に行え

る環境にはない。したがって、低負担で受講できる、大学主催の社会人教育コース、

最新の研究開発成果を紹介するコース、スイスの ITC（最終処分国際研修センター）

が実施しているような基礎コースを準備しておくことが必要である。このようなプロ

グラムは NUMO 内部の人材養成にも利用できることから、NUMO の人材養成プログ

ラムとして基本的費用は NUMO が負担し、民間企業などからは低負担で参加できる

仕組みが必要である。例えば講師費用、教材原稿作成費用などの共通的費用は NUMO

が負担し、教材印刷費用など従量的な費用は外部受講者負担とすることが考えられる。 

また、商業ベースでは発行が難しい、地層処分に関するハンドブックや入門教科書

の著作を NUMO の費用で行い、ウェブ上で掲載するなど民間企業の技術者など学び

たい者が手軽に学べる環境を整備することも必要である。 

このような、提案を行う場合に、「NUMO 事業」のステークホルダーに民間企業の

人材が失われつつあることを説得することが必要であり、そのための根拠として、民

間企業における地層処分分野人材のデータベース作成も必要であろう。 

７．まとめ 

「NUMO 事業」をリードする NUMO 内部人材は重要であるが、その外部でアウト

ソースなどとして「NUMO 事業」を支える大学、JAEA、民間企業の人材も重要であ
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る。しかし、現状では、これらが従来の資金源だけで人材を養成・確保することが困

難となっている。このような人材が「NUMO 事業」を進めるために極めて重要であ

るとの認識のもと、NUMO の資金を活用し、NUMO 外部で事業に直接的・間接的に

貢献する人材の養成・確保が可能な仕組み作りが必要である。 

7.1 NUMO の人材 

NUMO の人材は当面は出向者が中心となる。徐々に増加するプロパー人材と併せ

て以下の対策が必要である。 

 現在、人材の多数を占める出向者の意欲を確保するため、NUMO に出向するこ

とが人事待遇面で不利とならない人事評価制度を出向元に整備してもらう。 

 プロパー人材には T 型マネージャーとして地層処分に関する最新の幅広い知識

だけでなく、地層処分に関する少なくとも一つの専門性を習得させる。そのた

めには、地下研、JNFL 等で実践的な経験を積むだけでなく、必要に応じて大

学、JAEA 等で科学的な知識や方法論も学べる仕組みが必要である。 

 プロパー人材は事業の中核として、事業の実務を行う基本的能力(literacy)だけ

でなく、事業を進める使命感・責任感を意志(will)として持つ人材として養成す

る。 

 NUMO から地層処分のコア人材輩出を目指して、高度で幅広い人材養成の仕組

みも検討する。 

7.2 大学の人材 

外部資金の導入がなければ、現在の大学におけるキー人材の維持も困難になってい

る。また、将来の地層処分のコア人材を大学から確保するためには外部資金による長

期的人材確保対策が必要である。 

 外部から大学へ資金を提供することで、現在のキー人材（将来のコア人材源）

の研究室の維持や退職するキー人材を補填する助教クラスの新規確保と OJT

での養成を図る。NUMO が研究開発を委託する場合は、「NUMO 事業」に役

立つ研究テーマを NUMO と大学関係者が共同で設定する必要がある。 

 大学の人材が NUMO 等の人材養成プログラム（トレーニング、教材作成）に
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参画し、幅広い人材の養成に貢献しながら、自らも成長する仕組みも必要であ

る。 

7.3 JAEA の人材 

地層処分の専門家として NUMO へ出向し、「NUMO 事業」を支えることが期待さ

れているが、地層処分の中核研究開発機関として必要な人材と NUMO の人材ニーズ

の整合が必ずしも取れていない。また、独立行政法人改革の影響もあり、資金的には

人材確保の厳しさが増している。 

 NUMO が JAEA の人材供給に期待するなら、その質と量の中長期的なニーズ

を提示し、それに合わせて JAEA が人材養成・確保の方針を調整することが必

要である。もし、NUMO が新しい専門分野の人材を必要とするなら、その養成

に必要な費用を研究委託などで負担する方法も検討する。 

 NUMO への出向者の意欲を確保するために、「NUMO 事業」への貢献が評価

されるような人事評価制度を整備する。 

 NUMO の人材を受け入れ、OJT で研修できる制度を作る。その際、受入に必

要な費用は NUMO が負担する。 

7.4 民間企業の人材 

「NUMO 事業」の実務には、民間企業の人材が大きな役割を果たす。「NUMO 事

業」の進展が遅れている現状では、この分野の企業経営への貢献は乏しく、そのため

人材が徐々に失われていく可能性が大きい。事業が本格化した時に中核となる人材が

不足しないようにするためには、研究開発段階でも人材の養成・確保ができる、発注

者の支援が必要である。 

 民間企業は OJT が最も重要な人材養成方法と認識している。そのためには OJT

が可能な研究開発の継続的発注を行う。 

 人材養成のインセンティブが働く企業の技術力・人材力が評価される発注先決

定制度、人材養成・確保が計画的に行える複数年度の発注制度を作る。 

 トレーニングコースなど開催の基本的費用を NUMO が負担することで、民間

企業が低負担で参加でき、企業の T 型人材の養成に役立つ仕組みを作る。 
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添付資料１：Euratom の PETRUSⅡプロジェクトの概要 

以下は、欧州原子力共同体(Euratom)の第 7 次 Framework Program の中で実施さ

れている地層処分分野の人材養成プロジェクト PETRUSⅡの概要である。この概要

は、7th Framework Program Fission-2008-5.1.1 Euratom Fission Training 

Schemes(ETFS) Coordination Action(PETRUSⅡ Project ref.232665) Annex I 

Description of Work,

（http://www.enen-assoc.org/data/document/petrus2_annex_v4_31_10.pdf）などを

参考にしてまとめたものである。 

 

1.  PETRUSⅡまでの経緯 

欧州においても、原子力工学、地層処分、放射線防護に関与する人材の養成は重視

されており、そのための Euratom（欧州原子力共同体）の Framework Program (FP)

の様々なフェーズで人材養成プロジェクトが実施されてきた。その一つが、ENEN 

(European Nuclear Engineering Network)プロジェクトで、原子力工学の欧州での横

断的教育のスキームが検討された。その結果として ENEN(European Nuclear 

Education Network)アソシエーションがパリに設立され、欧州における大学での原子

力工学教育の企画・運営を行っている。その後、人材養成のスキームを原子力工学以

外の地層処分、放射線防護分野へ拡大することを目的として第 6 次 Framework 

Program（FP6）では ENENⅡプロジェクトが実施された。このプロジェクトでは原

子力工学、地層処分、放射線防護分野の大学教育、職業人トレーニングが検討、試行

された。これらのうち地層処分分野として、図－1に示すようにPETRUS（Programme 

for Education, Training and Research on Underground Storage）グループが結成さ

れ、人材のエンドユーザ（実施主体）と大学のコンソーシャムにより、地層処分教育

のための地質学、土木工学、鉱山学、地球化学などを基本とするカリキュラムが設定

され、それにそった修士課程レベルの遠隔講義などを試行された。しかし、時間的制

約などの理由で職業人向けのトレーニングは達成できなかった。 
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図－１ ENENⅡプロジェクトの構成と PETRUS グループの位置 
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図－２ PETRUS グループのカリキュラム 
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2. PETRUSⅡの概要 

FP6 の ENENⅡプロジェクトを発展させるために、FP7 では Fission Training 

Schemes (EFTS)の一環として地層処分の PETRUSⅡ、原子力工学の ENEN Ⅲ、放

射性防護の ENETRAP などの新しい人材養成プロジェクトが 2009 年に開始された。 

地層処分分野の人材養成の PETRUSⅡプロジェクトの概要は以下のとおりである。 

 実施期間：36 ヶ月（2009 年～2012 年） 

 総予算：187.5 万ユーロ（うち、EC 負担 80 万ユーロ）。 

 プロジェクトの区分：調整（Coordination）活動 10 カ国 14 機関が参加 

 

主な目的は以下のとおりである。 

 CETRAD（Co-ordination Action on Education and Training in Radiation 

Protection and Radioactive Waste Management，2004 年～2005 年）の人

材ニーズ調査を参考に、ENENⅡプロジェクトの PETRUS グループの試行

を発展させる。 

 特に、地層処分分野のスキルの継承、更新、改善を、公式 formal（修士向け）

と非公式 non-formal（専門家向け）の持続可能な教育とトレーニング（Ｅ＆

Ｔ）プログラムのフレームワーク構築によって確実なものとする。 

プロジェクトを実施するコンソーシャムは、10 カ国/14 の実施主体など人材エンド

ユーザーと教育機関などのパートナーで構成される。人材のエンドユーザーは 7 機関

（6実施主体と1規制支援機関）：POSIVA（フィンランド）, ANDRA（フランス）, ARAO

（スロベニア）, RAWRA（チェコ）, ENRESA（スペイン）, NDA（イギリス）と GRS

（ドイツ）、教育機関は 7 機関：ITC（スイス）, ENEN アソシエーション, Institut 

National Polytechnique de Lorraine (INPL,フランス), Cardiff University  (CU,イ

ギリス ), Technische Universitaet Clausthal(TUC,ドイツ ), Microbial Analytics 

Sweden AB（スウェーデン）, Instituto Tecnológico e Nuclear(ITN,ポルトガル）で

ある。 

 

3. PETRUSⅡ の対象能力と目標 

PETRUSⅡで対象となる能力（competence）は処分実施主体などの人材に求めら

れる以下のものが設定されている。 
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-サイト調査計画・管理 

-地下施設建設 

-処分場・工学システム設計 

-地上廃棄物ハンドリング施設設計・操業 

-地下システムエンジニアリング (廃棄物ハンドリング) 

-操業及び閉鎖後安全 

これらの対象能力について、以下の目標が示されている。 

 ENENⅡでは達成できなかった職業人（実施主体と考えられる。）のトレーニン

グが継続的に実施できる枠組みを作成する。 

 PETRUS プログラムの欧州地域での認定を確実にする。Ｅ（教育）とＴ（トレー

ニング）品質の調和と相互承認を行う。公式（ formal)教育は ENENⅡの

PETRUS グループ試行カリキュラムの内容を継続する。 

 非公式(non-formal)トレーニングの認定に重点を置き、専門家養成スキームの

提案とトレーニングの試行を行う。 

 ナレッジマネジメント、データバンク、資金スキームなどを検討し、持続可能

な「地層処分トレーニングマーケット」を創造する。 

 

4. PETRUSⅡの組織構造 

参加機関（パートナー）の代表で構成されるステアリング委員会を最上位にして、

フランスの INPL が全体を統括する組織となっている。実施内容は７個のワークパッ

ケージから構成され、それぞれ参加の教育機関が担当している（図－３）。ワークパッ

ケージ間の関係は図－４に示す。 

 

5. 公式教育（修士）と非公式トレーニング(専門家)の関係 

WP３の公式教育（修士）と WP2 の非公式トレーニング(専門家)の関係を図－５に

示す。大学教育カリキュラムに基づいて、専門家のトレーニングカリキュラムが作成

されるものと考えられる。 

 

6. 専門家養成のモデル 

WP2 の専門家養成のモデルを図－６に示す。PETRUSⅡでは、専門家のトレーニ

- 20 -



 

 - 21 -

ングを試行するまでを範囲としている。 

 

 
 

図－３ PETRUSⅡの組織と各ワークパッケージ(WP) 
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図－４ ワークパッケージ間の関係 

- 21 -



 

 - 22 -

 

図－５ 公式教育（修士）と非公式トレーニング(専門家)の関係 

 

 

図－６ 専門家養成のモデル 
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7.ネットワーク構築 

WP5 では、図－７のとおり、エンドユーザーのニーズに即した教育・トレーニング

を行うことを目指し、2009 年に創設された地層処分実施技術プラットホーム

（IGD-TP）と連携をとることとなっている。 
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図－７ トレーニングスキームへのエンドユーザーの参加
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企
業
で
は
、
利
益
を
得
る
こ

と
を
中
心
に
考
え
る
た
め
、
人
的
資

源
を
今
投
入
す
べ
き
分
野
か
ど
う
か

疑
問
視
さ
れ
て
い
る
。
極
端
な
こ
と

を
言
え
ば
将
来
投
資
す
る
前
に
会
社

が
つ
ぶ
れ
て
は
意
味
が
な
い
と
の
経

営
判
断
を
さ
れ
た
場
合
、
担
当
者
で

は
対
応
で
き
な
い
。

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
大
き
く
進
展
し
な

い
限
り
当
面
、
現
状
維
持
。

 
 

応
募

(調
査

)地
区
が
確
定
さ
れ
な
い
限

り
、
人
材
の
バ
ラ
ン
ス
が
不
安
定
と
な
る

状
況
が
続
く
も
の
と
思
わ
れ
る
。
地
層
処

分
に
関
す
る
調
査
が
開
始
さ
れ
、
こ
れ
に

関
連
す
る
業
務
が
増
大
し
た
場
合
は
、
現

有
勢
力
で
は
人
材
不
足
が
予
想
さ
れ
る

が
、
原
子
力
施
設
関
係
の
調
査
・
解
析
を

担
当
し
て
い
る
人
材
を
投
入
す
る
こ
と
で

人
材
確
保
を
図
り
た
い
。

 
  

同
様
の
状
況
若
し
く
は
人
材
不

足
が
先
行
す
る
。

 
 

厳
し
い
状
況
が
続
く
と
予
想
さ
れ

る
が
、
バ
ラ
ン
ス
が
取
れ
る
よ
う
に

対
応
し
て
い
く
。

 

（
３
）
人
材
の
状
況
で
問
題

と
認
識
し
て
い
る
こ
と
は

あ
る
か
。
 

 

発
注
時
期
。

 
 

会
社
の
事
業
環
境
が
厳
し
く
な
っ
て

お
り
、
業
務
受
注
が
望
め
な
い
場
合
、

人
員
削
減
は
や
む
を
得
な
い
。

 

地
層
処
分
に
関
す
る
調
査
が
い
つ
開
始

さ
れ
る
か
に
つ
い
て
不
明
な
点
が
多
く
、

需
給
の
変
動
が
激
し
く
、
長
期
的
な
視
野

に
立
つ
人
材
の
確
保
・
育
成
を
行
い
に
く

い
。
現
状
で
は
、
今
以
上
に
地
層
処
分
関

連
分
野
へ
人
材
を
投
入
で
き
ず
、
若
手
の

大
量
確
保

(採
用

)が
困
難
と
な
っ
て
い
る
。

地
層
処
分
事
業
の
本
格
開
始
が
か
な
り

先
に
な
る
と
、
人
材
の
老
齢
化
が
進
み
、

技
術
が
伝
承
さ
れ
に
く
い
状
況
に
な
る
可

能
性
が
あ
る
。
ま
た
、
地
層
処
分
事
業
が

進
展
し
な
い
と
、
有
能
な
人
材
が
地
質
調

査
業
界
か
ら
資
源
開
発
業
界
等
の
他
業
界

へ
流
出
す
る
懸
念
が
あ
る
。

 
  

処
分
に
お
け
る
課
題
の
範
囲
が

大
き
く
と
質
的
に
も
ま
す
ま
す
高

度
に
な
る
中
で
、将

来
が
見
通
せ
な

い
と
人
材
を
投
入
し
に
く
い
。

 
 

若
年
層
の
確
保
が
よ
り
困
難
に
な

る
傾
向
に
あ
る
。
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質
問
 

A
社
 

B
社
 

C
社
 

D
社
 

E
社
 

建
設
 

建
設
 

地
質
調
査
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
 

エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
 

メ
ー
カ
ー
 

３
.人

材
養
成
・
確
保
 

 （
１
）
地
層
処
分
事
業
等
の

人
材
の
養
成
・
確
保
に
つ
い

て
ど

の
よ

う
な

方
針

を

持
っ
て
い
る
か
。
 

 

有
望
な
人
材
を
常
に
探
し
、
か
つ

O
JT

に
よ
り
養
成
す
る
。

 
 

長
期
的
対
応
を
視
野
に
人
材
育
成
し

て
い
き
た
い
。
具
体
的
に
は
年
代
別
に
、

専
門
家
を
育
成
し
て
い
く
。

 

地
層
処
分
事
業
で
は
、
扱
う
分
野
・
範

囲
が
広
く
、
か
つ
、
高
い
専
門
性
が
求
め

ら
れ
て
い
る
。
こ
の
た
め
、
オ
ー
ル
マ
イ

テ
ィ
ー
を
求
め
る
の
で
は
な
く
、
当
社
の

得
意
と
す
る
分
野
の
技
術
力
ア
ッ
プ
を
基

本
と
し
て
、
人
材
の
養
成
･確

保
を
考
え
て

い
る
。

 
地
質
調
査
の
基
本
で
あ
る
「
フ
ィ
ー
ル

ド
ワ
ー
ク
」
の
経
験
を
重
視
し
つ
つ
、
幅

広
い
知
識
の
習
得
を
方
針
と
し
て
い
る
。

 

１
．（

２
）
と
同
じ

 
１
．（

２
）
と
同
じ

 

（
２
）
ど
の
よ
う
な
タ
イ
プ

の
人
材
（
量
・
質
）
が
必
要

と
考
え
て
い
る
か
。
 

 

各
分
野
の
専
門
家
と
そ
れ
を
束
ね

る
総
合
的
評
価
の
で
き
る
人
材
。

 
 

地
層
処
分
特
有
の
難
し
さ

 (
多
分
野

知
識
の
集
合
、
超
長
期
・
・
・

)を
理
解

し
た
上
で
、
建
設
会
社
に
期
待
さ
れ
て

い
る
技
術
分
野
に
対
応
で
き
る
人
材
。

 

「
フ
ィ
ー
ル
ド
ワ
ー
ク
」
の
経
験
が
豊

富
、
あ
る
い
は
そ
れ
を
い
と
わ
な
い
気
持

ち
が
あ
り
、
自
分
の
専
門
は
も
ち
ろ
ん
の

こ
と
、
そ
の
周
辺
分
野
に
も
明
る
い
人
材
。

ま
た
、
海
外
の
専
門
家
と
も
自
由
に
コ

ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を
取
れ
る
英
語
力
を

も
っ
た
人
材
。

 
 

エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
会
社
の
特

性
と
し
て
、
廃
棄
物
処
理
、
ガ
ラ
ス

固
化
体
の
製
造
か
ら
、
研
究
開
発
、

許
認
可
、
安
全
評
価
、
設
計
、
建
設
、

操
業
全
体
を
理
解
し
、
ま
た
、
特
定

の
分
野
で
第
１
人
者
と
な
れ
る
人

材
。

 
 

積
極
的
に
新
し
い
技
術
や
情
報
を

取
り
入
れ
る
人
材
。

 

（
３
）
必
要
な
人
材
を
養
成

す
る
た
め
の
人
材
養
成
シ

ス
テ
ム
を
持
っ
て
い
る
か
。

 

社
内
の
教
育
シ
ス
テ
ム
＋
海
外
機
関

へ
の
派
遣
シ
ス
テ
ム
、

e-
ラ
ー
ニ
ン

グ
シ
ス
テ
ム

 
 

特
に
な
し
。

 
現
状
で
は
、

O
JT

、
研
究
機
関
へ
の
出

向
・
派
遣
、
放
射
性
廃
棄
物
関
連
学
会
へ

の
定
期
的
な
参
加
等
で
人
材
養
成
を
行
っ

て
い
る
程
度
。
地
層
処
分
分
野
に
直
結
す

る
シ
ス
テ
ム
と
呼
べ
る
も
の
は
有
し
て
い

な
い
が
、
人
材
養
成
に
は

O
JT

が
一
番
重

要
と
認
識
。

 
 

地
層
処
分
に
関
す
る
特
別
な
人

材
養
成
シ
ス
テ
ム
は
持
っ
て
い
な

い
が
、エ

ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
会
社
の

主
要
業
務
に
関
す
る
人
材
養
成
シ

ス
テ
ム
は
あ
る
。

 
 

O
JT

が
一
番
有
効
で
あ
る
と
考
え

て
い
る
。
そ
の
他

IS
O

90
01

に
則
っ

た
教

育
シ

ス
テ
ム

を
適

用
し

て
い

る
。
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質
問
 

A
社
 

B
社
 

C
社
 

D
社
 

E
社
 

建
設
 

建
設
 

地
質
調
査
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
 

エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
 

メ
ー
カ
ー
 

（
４
）
必
要
な
人
材
を
養
成

す
る
た
め
に
ど
の
よ
う
な

具
体
的
方
法
を
実
行
し
て

い
る
か
。
ま
た
、
ど
の
よ
う

な
方
法
が
必
要
か
。
 

 

海
外
機
関
へ
の
派
遣
、
調
査
サ
イ

ト
へ
の
派
遣
。

 
O

JT
に
よ
る
教
育
を
実
施
し
、
現

場
経
験
を
積
ま
す
。

 
  

一
定
量
の
関
連
研
究
業
務
を
継
続
的

に
受
注
し
、
業
務
を
通
じ
て
技
術
力
を

向
上
さ
せ
る
。

 
必
要
に
応
じ
て
、
海
外
研
修
や
国
内

出
向
を
実
施
す
る
。

 
 

1(
2)
及
び

3(
3)
に
記
し
た
よ
う
に
、
人

材
養
成
に
は

O
JT

が
基
本
で
、
そ
れ
に
出

向
・
派
遣
、
適
正
な
人
材
配
置
に
よ
る
技

術
伝
承
、
学
会
活
動
、
学
位
等
資
格
取
得

を
実
行
。

 
   

基
本
的
に
は

O
JT

に
よ
る
が
、

必
要
に
応
じ
て
出
向
、
研
修
、
講
習

会
な
ど
へ
の
参
加
、社

内
技
術
検
討

会
な
ど
を
通
じ
て
養
成
。

 
 

基
本
は

O
JT

で
あ
る
。

 

（
５
）
人
材
の
養
成
・
確
保

に
つ
い
て
問
題
・
課
題
は
あ

る
か
。
 

   

若
手
職
員
が
来
た
が
る
魅
力
あ
る

職
場
に
し
た
い
。

 
 

サ
イ
ト
も
決
ま
ら
ず
、
建
設
工
事
の

出
件
が
余
り
に
も
先
の
た
め
、
人
材
の

養
成
・
確
保
の
必
要
性
の
経
営
ト
ッ
プ

へ
の
説
得
力
に
欠
け
る
。
ま
た
、
計
画

的
な
業
務
受
注
が
な
さ
れ
な
い
と
人
材

確
保
が
困
難
に
な
る
。

 
 

受
注
産
業
で
あ
る
地
質
調
査
業
界
に

と
っ
て
、
人
材
養
成
・
確
保
以
前
の
最
大

の
問
題
は
、
地
層
処
分
事
業
の
安
定
し
た

進
展
に
よ
る
業
務
の
安
定
的
受
注
で
あ

る
。

 
応
募

(調
査

)地
区
が
未
確
定
の
現
状
で

は
、
地
層
処
分
事
業
が
安
定
し
た
状
態
に

は
な
く
、
受
注
環
境
も
安
定
で
あ
る
と
は

言
え
な
い
。
こ
の
よ
う
な
状
態
で
、
理
想

的
な
人
材
育
成
シ
ス
テ
ム
の
構
築
は
困
難

と
思
わ
れ
る
。

 
現
状
の
業
務
量
だ
け
で
は
、
現
有
勢
力

以
上
に
人
材
の
確
保
が
で
き
る
状
況
に
な

く
、
将
来
的
に
は
技
術
の
伝
承
が
難
し
く

な
る
可
能
性
が
あ
る
。

 
    

処
分
に
お
け
る
課
題
の
範
囲
が

大
き
く
と
質
的
に
も
ま
す
ま
す
高

度
に
な
る
中
で
、将

来
が
見
通
せ
な

い
と
人
材
の
維
持
、
確
保
が
難
し

い
。

 
個
人
の
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
に
つ

い
て
も
、処

分
場
の
実
現
は
遠
い
将

来
で
あ
り
、成

果
や
達
成
感
が
得
ら

れ
に
く
い
。

 
 

他
事
業
と
の
人
材
の
共
有
や
転
用

が
困
難
。
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質
問
 

A
社
 

B
社
 

C
社
 

D
社
 

E
社
 

建
設
 

建
設
 

地
質
調
査
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
 

エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
 

メ
ー
カ
ー
 

４
．
人
材
養
成
・
確
保
の
た

め
の
支
援
 

 （
１
）
発
注
者
、
大
学
な
ど

社
外
か
ら
ど
の
よ
う
な
支

援
が
必
要
か
。
 

大
学
は
、
処
分
の
教
育
を
し
た
上

で
民
間
に
優
秀
な
学
生
を
紹
介
し
て

ほ
し
い
。

 
優
秀
な
学
生
が
Ｏ
Ｊ
Ｔ
で
き
る
業

務
を
発
注
し
て
ほ
し
い
。

 
  

計
画
的
な
業
務
発
注
。

 
 

実
務

を
通

し
た

経
験

(O
JT

)が
重

要

で
、
安
定
的
な
受
注
環
境
が
成
立
す
る
こ

と
が
人
材
育
成
の
基
礎
と
な
る
。
高
い
専

門
性
が
求
め
ら
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
業

務
発
注
者
に
当
た
っ
て
は
、
可
能
な
限
り

技
術
力
評
価

(公
正
か
つ
厳
格
な
技
術
審

査
)を

行
い
、
入
札
価
格
偏
重
に
な
ら
な
い

よ
う
な
入
札
制
度
が
必
要
。
価
格
競
争
が

前
面
に
出
る
と
、
組
織
の
維
持
・
確
保
が

困
難
に
な
る
。

 
研
究
機
関
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
ま
で
以

上
に
研
究
を
公
開
し
、
官
民
を
問
わ
ず
全

体
の
技
術
レ
ベ
ル
の
向
上
を
目
指
す
た

め
、
積
極
的
な
人
材
交
流
・
情
報
の
公
開

を
希
望
す
る
。

 
  

発
注
者
に
お
い
て
は
、適

正
な
規

模
で
の
継
続
的
業
務
の
発
注
を
希

望
す
る
。

 
大
学
に
つ
い
て
は
処
分
関
連
の

基
礎
研
究
や
基
盤
技
術
を
十
分
に

理
解
す
る
人
材
の
養
成
を
希
望
す

る
。

 
 

・
 

中
長
期
的
な
業
界
ビ
ジ
ョ
ン

の
提
示

 
・
 

ハ
ー
ド
以
外
の

R&
D
等
ソ
フ

ト
ワ
ー
ク
分
野
で
の
民
間
企

業
の
活
用

 
・
 

競
争
入
札
等
技
術
力
維
持
の

途
絶
に
つ
な
が
る
活
動
の
軽

減
化

 
・
 

地
球
環
境
問
題
に
対
す
る
直

接
的
な
ク
レ
ジ
ッ
ト
の
提
供

 

（
２
）
社
内
か
ら
ど
の
よ
う

な
支
援
が
必
要
か
。
 

 

若
手
有
望
職
員
を
配
属
さ
せ
て
欲

し
い
。

 
  

長
期
的
な
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
対
す
る

理
解
。

 
 

地
層
処
分
事
業
全
般
を
理
解
し
、
設

計
・
性
能
評
価
、
更
に
そ
の
上
位
の
意
思

決
定
者
の
ニ
ー
ズ
が
ど
こ
に
あ
る
の
か
を

把
握
し
た
上
で
、
的
確
な
提
案
や
業
務
の

遂
行
が
で
き
る
よ
う
な
人
材
。
長
期
的
な

視
点
に
立
脚
し
た
人
材
を
育
成
す
る
た
め

の
支
援
と
そ
の
人
材
の
正
当
な
評
価
が
必

要
。

 
  

地
層
処
分
の
事
業
に
関
与
す
る

こ
と
に
対
し
て
、社

会
的
な
責
務
が

果
た
さ
れ
て
い
る
こ
と
の
理
解

 

特
に
な
し
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質
問
 

A
社
 

B
社
 

C
社
 

D
社
 

E
社
 

建
設
 

建
設
 

地
質
調
査
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
 

エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
 

メ
ー
カ
ー
 

（
３
）
社
員
教
育
の
た
め
の

社
外
研
修
や
教
科
書
は
必

要
か
。
 

 

余
り
必
要
性
は
感
じ
な
い
。

 
不
要
。

 
 

新
人
あ
る
い
は
地
層
処
分
事
業
に
関
す

る
知
識
・
経
験
が
乏
し
い
人
材
に
は
社
外

研
修
は
有
効
と
思
わ
れ
る
。
人
材
教
育
の

基
本
は

O
JT

と
認
識
し
て
い
る
の
で
、
教

科
書
は
特
に
必
要
と
考
え
て
い
な
い
が
、

社
外
研
修
の
教
材
と
し
て
は
有
効
と
思
わ

れ
る
。
教
科
書
が
あ
れ
ば
社
内
で
使
用
す

る
可
能
性
は
大
き
い
。

 
   

地
層
処
分
に
関
す
る
専
門
的
な

教
科
書
、
ハ
ン
ド
ブ
ッ
ク
は
必
要
。

社
外
教
育
に
つ
い
て
は
、最

先
端

の
技
術
を
研
修
す
る
場
が
欲
し
い
。

 

原
子
力
学
会
バ
ッ
ク
エ
ン
ド
部
会

の
週

末
基

礎
講
座

を
活

用
し

て
い

る
。

 

５
．
そ
の
他
 

 

 
 

技
術
者
の
技
術
的
能
力
向
上
と
技
術
の

伝
承
と
を
確
実
な
も
の
と
す
る
た
め
に

は
、
人
事
の
固
定
化
が
早
道
で
あ
る
が
、

個
人
の
マ
ネ
ー
ジ
メ
ン
ト
能
力
向
上
と
人

事
の
固
定
化
と
は
相
反
す
る
も
の
で
あ

る
。

 
地
層
処
分
事
業
は
、
非
常
に
幅
広
い
特

異
な
能
力
を
必
要
と
す
る
技
術
分
野
と
の

認
識
を
官
民
で
共
有
し
、
固
定
的
な
技
術

者
配
置
に
対
し
て
、
発
注
者
と
し
て
も
社

内
的
に
も
、
正
当
な
評
価
を
与
え
る
必
要

を
感
じ
て
い
る
。

 
    

地
層
処
分
に
関
す
る
年
度
あ
た

り
の
民
間
へ
の
発
注
規
模
が
小
さ

く
、
期
間
も
１
年
以
内
で
、
人
材
を

維
持
・
投
入
す
る
の
が
非
常
に
難
し

い
。
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